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利他主義と利子所得税

仲　間　瑞　樹

1：はじめに

　利子所得税あるいは資本利得税がもたらす経済効果は，通常ネガティブな

効果が多く，例えば最適な資本利得税はゼロといった「ゼロ税率定理」がよ

く知られている。

　古典的な分析ではDiamond（1970）が2期間世代重複モデルを利用し，利

子所得税の帰着効果を分析している。そして利子所得税が資本蓄積，厚生を

阻害するものと結論づけている。またArrow　and　Kurz（1970）らの分析の

延長線上にあるJudd（1985），　Chamley（1986）らは連続形モデルを利用し

「ゼロ税率定理」，すなわち資本利得税を（長期的に）ゼロにすべきと結論づ

けている。さらに内生成長モデルを用いた分析でも，例えばLucas（1990）

が長期的には，資本利得税をゼロにすべきであるとしている。

　このように利子所得税，資本利得税への評価は厳しく，上記の強力な帰結

を覆す結果は多くない。強いてあげるならば，モデルに流動性制約を設ける

ことにより，利子利得税が経済に寄与することを示したHabbard　and　Judd

（1986）がある。または不確実性を設けることにより，資本利得税が長期的

にはゼロにならないことを示したZhu（1992）がある。その他，

Jones，Manuelli　and　Rossi（1993）は内生成長モデルを使い，政府支出と民間

投資との間において正の相関を仮定し，資本利得税が経済に寄与する点を指

摘している。

　ただし上記の帰結は市場の不完全性，政府支出と民間投資との間に仮定を

設けたことにより得られる帰結である。これらを仮定しなければ，利子所得

税や資本利得税にプラスの効果を見出すことは難しい。そのためモデルを不

完全市場に拡大，あるいは政府支出と民間投資との問に仮定を設けることで，
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有益な帰結を導き出したとも解釈できる。そこで本論文では市場の不完全性，

政府支出と民間投資との間に特殊な関係を仮定せず，私的世代間移転（遺産・

贈与）だけを織り込んだ2期間世代重複モデルを利用し，Diamond流の利子

所得税の帰着効果を定性的分析から再考する。

　そもそもDiamond（1965）による2期間世代重複モデルの構築後，その2

期間世代重複モデルを使い，Diamond自身が利子所得税の帰着効果を分析し

た。一方，Barro（1974）が2期間世代重複モデルを使い，利他的遺産動機

を提唱した。そして定額税を中心とした減税政策，公債発行，賦課方式の公

的年金政策が経済に影響を与えない点を指摘した。しかし，その後の私的世

代間移転に関する分析は，利他的遺産動機，利他的贈与動機が成立するため

に要請される条件の分析が多く，Diamond（1970）とBarro（1974）の融合

問題（利他的遺産動機，利他的贈与動機での利子所得税の帰着効果）は分析

される機会がなかった。

　従って本論文では利他的遺産動機，利他的贈与動機の2つをとりあげ，比

較静学，厚生分析から利子所得税重課の公的移転政策が資本蓄積，遺産，贈

与，厚生にもたらす効果を分析する。具体的には第2節でモデルを設定する。

第3節では利他的遺産動機に集中し，利子所得税重課の公的移転政策によっ

て効率性，厚生が阻害される点を明らかにする。第4節では利他的贈与動機

に集中し，利子所得税重課の公的移転政策によって効率性が高まる。特に初

期の利子所得税率がゼロである場合，利子所得税重課の公的移転政策は，厚

生に寄与する点を明らかにする。第5節は本論文のまとめと課題である。

2：モデル

　人口が一定率η＞0で成長するDiamond（1965）の2期間世代重複モデル

を利用する。∫世代の労働力人口を五，と表すならば，（1－1）世代の労働力人

ロムー1との聞に，ム＝（1十η）ムー1の関係が成立する。

　Barro流の利他的遺産動機をもつ∫世代の個人は，下の効用関数〃，をもつ

ものとしよう。
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　　　〃，＝〃1（Cl，）＋β〃、（・、，＋1）＋γ〃，＋1　　　　　　　　　（1）

　一方，利他的贈与動機をもつ’世代の個人は，下の効用関数〃，をもつもの

としよう。

　　　〃，＝〃1（c1，）十ノ9〃2（02，＋1）十γ〃r＿1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

効用関数は二階連続微分可能，強い凹関数であり，来期の消費と世代間割引

値は，それぞれ0＜β＜1，0＜γ＜1をみたす。〃，＋1は（’十1）世代の厚生，〃，－1は

（’－1）世代の厚生である。c1，，　c，，＋1は∫期’世代の消費，（’十1）期’世代の消費

であり，ともに正常財である。

　’期’世代の個人は労働を非弾力的に供給し，労働所得w，と遺産わ，を得る。

そしてそれらを消費Cl，，貯蓄3，に充当する。老年期を迎えた（∫十1）期’世代

は，貯蓄3，の元利合計（1十r，＋1）3，から利子所得税τ乃＋13，を支払い，その残りが

消費c、，＋1，遺産（1十η）わ，＋1に充当される。ただし支払った利子所得税は，そ

の期に公的移転として還付される。1人あたりの還付額をA，＋1と表すならば，

A，＋1＝τア，＋1＆である。r，＋1は（’十1）期利子率である。以上から個人の予算制約式

は，下の（3）と（4）のように表される。

　　　c1，＝w，－1一わ，－3，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　　　c2，＋1＝［1十（1一τ）乃＋1］3，一（1十η）ム＋1十A，＋1　　　　　　　　　　　　　　（4）

　一方，利他的贈与動機をもつ個人は，下記の予算制約式に従う。1期’世

代の個人は労働を非弾力的に供給し，労働所得w、を親世代1人あたりの贈

与1藁韻α，購晶に充当する・老年期を迎えた（汁1）期泄代は貝曽

与g＋1を受け取り，貯蓄3，の元利合計（1十ア汁1）5，から利子所得税τ7用3，を支払

い，残りを消費c、，＋1に充当する。もちろん利子所得税は，その期に公的移

転として還付される。以上から予算制約式は，下の（5）と（6）のように

表される。

　　　　　　1
c一w’－3・－ 1十η9｝

（5）

　　c2，＋、＝［1十（1一τ）乃＋1］3，十g＋1十A，＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

生産は新古典派型生産技術に従う。生産関数は一次同次，完全競争を仮定
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する。集計化された’期の生産量と資本蓄積をZ，κとすれば，集計化され

た生産関数はZ＝F（κ，，L，）と表される。これを1人あたり表示にすると，ア，

げ（砒なる・ただし稽，婚であり・ブ（・）一∞！（∞）一・をみたす・

また完全競争の仮定から，資本と労働の限界生産物条件r，＝ブ（ん，），w，＝プ（ん）一

漁）繊立する・これより盤一一畿一一麻）が成立する・

　資本市場では’期の貯蓄が（’十1）期の資本蓄積に結びつく。財市場では∫

期の労働所得，資本利得，資本蓄積力㌔期∫世代，’期（’－1）世代の消費，α

十1）期の資本蓄積に配分しつくされる。以上から資本市場，財市場の均衡式

は，下の（7）と（8）のように表される。

　　　3，＝（1一ト〃）ん＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

計鷹柄一・汁1宥＋（1＋磁＋1 （8）

3：比較静学と厚生分析一利他的遺産動機の場合

　目的関数（1），予算制約式（3）と（4）から一階条件（9）と　（10）

を得る。

　　　z〆1，＝β［1十（1一τ）7，＋1］z∫宅1＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

　　　γ［1＋（1－・）乃＋1］〃’1，＋1＝（1＋・）〃’1，　　　　　　　　（10）

　ここで効用関数の形状について仮定1を課す。その上で（9）と（10）を

動学体系として安定性分析を行うと，下の命題1を得る。

仮定1：効用関数の形状

炉雅珈≡畿，幽≡畿であり泌〉・・ぬ判〉・・幽〉・を

みたす・定常状態で騙≡髪1｝〉い亀≡舞〉・をみたす・二階微分につ

いては群薯く・，躍≡塞く・をみたす・
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命題1：利他的遺産動機の安定性

　個人が利他的遺産動機をもつ。効用関数の形状は仮定1をみたす。このと

き利他的遺産動機の動学体系から導かれる固有方程式において，ゼロ，1よ

り大きい正の実数解，1より小さい正の実数解の3実数解が保証される。そ

して利他的遺産動機の動学体系の定常均衡は鞍点均衡である。

　　　　　　　　　　（証明一補論1を参照のこと）

動学体系を定常状態で評価するならば〃’1＝β［1十（1一τ）司め，γ［1十（1一τ＞7］＝

（1十η）を得る。これらを資本蓄積，遺産，利子所得税率について全微分する。

　　［二1北／－［烈漉

π1一上〃IL（1＋・）〃fr一β（1－・）（一プ’悔一釧1＋・）（1＋・）〃針剣1＋・）1〃差’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ丸　　　σ丸

π、＝〃1’＋御（1十η）〃5’

π，＝
γ（1－・）∫”

　π4＝0

π・＝一β碗

　π6＝γア

α≡一研＞o

オ＝1十（1一τ）ア

　行列式を△とおくならば，△＝γ（1一τ）（一プ”）［〃1’十β且（1十η）〃幻である。そ

の符号は，安定性分析から負である。

　さらに利子所得税重課の公的移転政策が資本蓄積，遺産に与える効果は，

下のとおりである。ただし資本需要の利子弾力性について，下の仮定2を設

けることにする。
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　　　廃一一芸レf＋β∠（1十η）副一1．てヂ（プう＜・

　　　審一一芸「1物一舌レー雫（1十η）［1廿一言レ

仮定2：資本需要の利子弾力性

　　　　　　　　　　　　　　　ア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ダ
資本需要の利子弾力翫≡一 ゲ〉°は＋騨力的であり・峨＞1＋。をみた

すものと仮定する。

　定常状態での効用関数は，下の（11）のように表される。

　　　〃－1圭γ計1竺γ碗　　　　　（11）

　（11）を利子所得税率について全微分し，整理をするならば，下の結果を

得る。

書一ル（1－）一］〔1竺γ腱＋ψ（1勃）［1薯γ降βレ（1－）一］11≒1髪

　上の結果を利子所得税率がゼロ，すなわちτ＝0で評価する。その場合

警一β同〔1≒〕諜＋βh］「1竺γ懐

となる1）。以上から下の命題2を得る。

命題2：利子所得税重課の公的移転政策と資本蓄積，遺産，厚生

　個人が利他的遺産動機をもつ。効用関数の形状は仮定1をみたす。個人は

政府の予算制約式を織り込まずに行動する。このとき利子所得税重課の公的

移転政策は，資本蓄積を阻害する。さらに資本需要の利子弾力性が仮定2の

1）当畷一β同圓謡＋伽］1弩1髪のうち・難の値も利子所得税率

　ゼロで評価することになる。それらの符号は全て負である。
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大小関係をみたす。このとき利子所得税重課の公的移転政策は遺産，厚生を

阻害する。また初期の利子所得税率がゼロであっても，公的移転政策財源と

しての利子所得税の導入，重課は厚生を阻害する。

　利他的遺産動機が生じている経済でも，Diamond（1970）と同様の帰結を

得る。利子所得税重課の公的移転政策は，貯蓄からの収益率を押し下げる。

貯蓄からの収益率低下を嫌い，個人は貯蓄を極力減らす。そのため資本蓄積

が減少するものと解釈できる。

　通常語られる利他的遺産動機の文脈を想起するならば，子世代の利子所得

税負担をカバーするために，親世代は遺産を増やそうとする。しかし命題2

では，親世代が遺産を減らすと結論づけている。なぜ親世代は遺産を減らす

のか？まず利子所得税重課から貯蓄の減少が生じ，親世代は十分な貯蓄をも

とに遺産を形成できない。そのため遺産を減らさざるを得ないものと解釈で

きる。次に親世代は子世代の利子所得税負担の増加を回避させるべく，貯蓄

促進に結びつく遺産を減らそうとしている2）。このような解釈も可能であろ

う。これらの複数の効果が絡み合い，利子所得税重課の公的移転政策により，

遺産が減少するものと解釈できる。なお動学体系から明らかなように，利他

的遺産動機では動学的効率が生じている。利子所得税重課の公的移転政策か

ら資本蓄積，遺産が阻害される。そのため動学的効率がさらに加速し，厚生

が減少するものと解釈できる。

　命題2のインプリケーションは，以下の2つに集約できる。

　第1に利他的遺産動機下での利子所得税重課による公的移転政策の経済効

果は，Diamondでの帰結の拡大版であると位置づけられよう。特に厚生の観

点から，公的移転政策財源としての利子所得税の導入，重課が優れていると

は言えない。本論文の命題2は一般に資本利得税あるいは利子所得税が効率

2）もし親世代が子世代に遺産を多く与えるならば，子世代は貯蓄を高めるかもしれない。

　そして重い利子所得税負担に直面するかもしれない。子世代が利子所得税負担を極力

　回避できるよう，親世代は貯蓄増加に結びつく行為である遺産の受け渡しを手控えて

　いる。親世代が子世代の貯蓄増加，重い利子所得税負担のもとになる遺産を減らすこ

　とも，子世代への思いやりと位置づけられよう。
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性，厚生に対して寄与しないといった直感とパラレルな命題といえよう。

　第2に親世代は子世代の利子所得税負担を手助けするために，遺産を増加

させない。このような親世代の行為は，一般的な利他的遺産動機から想起さ

れる親世代の反応と異なる。本来であれば，親世代が子世代の厚生を考慮し，

利子所得税負担に耐えられるだけの遺産を与えようとする。しかし利子所得

税重課によって貯蓄の収益率が大きく阻害され，十分な貯蓄形成ができない。

そのため親世代は子世代に十分な遺産を与えられない。従って利他的遺産動

機が成立しているにもかかわらず，親世代は子世代に遺産を介して利他的に

振舞うことができない。つまり利他的な世代間移転行為の失敗が生じている

のである。

4：比較静学と厚生分析一利他的贈与動機の場合

　目的関数（2），予算制約式（5）と（6）から一階条件（12）と（13）

を得る。

　　　〃’1，＝β［1十（1一τ）ア，＋1］z4毛，＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）

　　　γ（1十η）z4姦＝［1十（1一τ）r，＋1］z4寡＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

　ここで効用関数の形状について仮定3を課す。その上で（12）と（13）を

動学体系として安定性分析を行うと，下記の命題3を得る。

仮定3：効用関数の形状

炉謄噛≡畿，ぬ≡畿であり，〃㌔〉・・〃励〉幅〉・をみた

す・定常状態では峠窪｝〉・，炉塞：〉・をみたす・二階微分について

は群砦く厩≡砦く・をみたす・

命題3：利他的贈与動機の安定性

　個人が利他的贈与動機をもつ。効用関数の形状は仮定3をみたす。このと
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き利他的贈与動機の動学体系から導かれる固有方程式において，1より大き

い正の実数解，1より小さい正の実数解の2実数解が保証される。そして利

他的贈与動機の動学体系の定常均衡は鞍点均衡である。

　　　　　　　　　　（証明一補論2を参照のこと）

　動学体系を定常状態で評価するならば，〃’1＝β［1十（1一τ）r］碗，γ（1十η）＝

［1十（1一τ）月を得る。これらを資本蓄積，贈与，利子所得税率について全微

分する。

　　　［：1：：］閾一［：：］漉

ε1一上“f一（1＋・）〃f’＋β（1－・）（一プ〃）め一βオ（1＋の（1＋・）〃1’＋μ（1＋・）⊥〃1’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ鳶　　　σゐ

　　　　　1
・・＝－ 1＋。〃f一β躍’

ε、＝（1－・）∫”

　ε4＝0

　ε・＝一β泌

　ε6＝r

α≡一 斎〉・

オ＝1十（1一τ）γ

行列式を△とおく蝋岬呵1炉岡である・その符号

は，安定性分析から正である。さらに利子所得税重課の公的移転政策が資本

蓄積，贈与に与える効果は，下のとおりである。
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畜一去11毛棚司一ズ（1一τ）＜・

寄一一去［1勃一ま］’ぞ（1十η）11廿一畜レ

仮定4：資本需要の利子弾力性

　　　　　　　　　　　　　　ダ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア
資本額の利子弾力翫≡一 ゲ〉°は＋分勤的であり・α＞1＋。をみた

すものと仮定する。

　定常状態での効用関数は（11）と同様である。（11）を利子所得税率で全

微分し，整理する。すると下の結果を得る。

蕃一ルー（1－）］〔1竺γ隠＋励（1勃）［1≒1｛紳一1旱ヂ）〕〔1竺γ1馨

　上の結果を利子所得税率がゼロ，すなわちτ＝0で評価する。すると（14）

を得る3）。

書一β占一］［1≒隠＋綱〔1≒1馨〉・　（14）

　以上から下記の命題4を得る。

命題4：利子所得税重課の公的移転政策と資本蓄積，贈与，厚生

　個人が利他的贈与動機をもつ。効用関数の形状は仮定3をみたす。個人は

政府の予算制約式を織り込まずに行動する。このとき利子所得税重課の公的

移転政策は，資本蓄積を阻害する。次に資本需要の利子弾力性が仮定4の大

小関係をみたす。このとき利子所得税重課の公的移転政策により贈与が増加

する。特に初期の利子所得税率がゼロであるならば，公的移転政策財源とし

ての利子所得税の導入，重課により厚生が増加する。

3）もちろん脚注1と同様の処理をほどこしている。
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　利他的贈与動機が生じている経済でもDiamond（1970），利他的遺産動機

の場合と同様，利子所得税重課の公的移転政策が貯蓄の収益率を押し下げる。

貯蓄の収益率低下を嫌い，子世代は貯蓄を極力減らす。そのため資本蓄積も

減少すると解釈できる。しかし子世代は減らした貯蓄を親世代への贈与に充

当できる。子世代は自身の利子所得税負担を回避するべく貯蓄を減らし，親

世代の利子所得税負担を助けるために贈与を増やすものと考えられる。さら

に動学体系から明らかなように，利他的贈与動機では動学的非効率が生じて

いる。従って利子所得税重課の公的移転政策から資本蓄積が減少し，贈与が

増加するため，動学的非効率が改善される。動学的非効率のもとで，特に初

期の利子所得税がゼロならば，利子所得税重課による公的移転政策の導入，

重課が厚生を高めるものと解釈できる4）。

　命題4のインプリケーションは，以下の2つに集約できる。

　第1に利他的贈与動機下での利子所得税重課による公的移転政策は，

Diamondでの帰結と必ずしも一致しない。特に公的移転政策財源としての利

子所得税の導入，重課は，厚生の面で優れていると言えよう。その意味でも

命題4は利子所得税が効率性，厚生に対して寄与しないといった直感と異な

る帰結である。従って一概に利子所得税が悪であるとは評価できない。どの

ような世代間移転が機能し，動学的効率，動学的非効率のどちらが成立して

いるかによって，本論文で扱った利子所得税の評価が左右されるからである。

第2に子世代は親世代の利子所得税負担を手助けするために，贈与を増加さ

せる。利子所得税の重課は貯蓄からの収益率を阻害する。そして親世代は利

子所得税重課の公的移転政策によって，利子所得税重課に直面する。そこで

子世代は自身の貯蓄を減らすことで，将来の利子所得税負担を回避し，貯蓄

の減少分を親世代への贈与に充当し，親世代の利子所得税負担を手助けして

いるものと解釈できる。この子世代の行動は，利子所得税負担によって生じ

る，親世代の厚生阻害を回避するための行動と位置づけられよう。従って利

他的贈与動機の下では，子世代が親世代の利子所得税負担を考慮し，自身の

4）あるいは利子所得税率がゼロにほぼ近く，極めて低い率にある場合，利子所得税重課

　による公的移転政策は厚生を高める。このような言い換えも可能である。
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貯蓄を犠牲にして贈与を高めるといった，利他的な世代間移転行為が認めら

れる。子世代は親世代に贈与を介して利他的に振舞うことができる。

5：終わりに

　本論文ではBarro流の利他的遺産動機，利他的贈与動機の2つを想定し，

Diamond（1970）と同様の利子所得税重課による公的移転政策の効果を定性

的に分析した。そこで得られた帰結，含意は以下のように集約できる。

　まず利子所得税重課の公的移転政策は，常に効率性の阻害するものと決め

つけられない。そもそもDiamondが指摘するとおり，遺産，贈与を含む私

的世代間移転を考慮しない2期間世代重複モデルの枠組みでは，利子所得税

重課は貯蓄からの収益率を低下させる。そして資本蓄積と厚生を阻害するも

のと説明される。この文脈から利子所得税重課によって，効率性が阻害され

るといった直感も働きやすくなる。しかし本論文の分析から，その直感が常

に成立するとは限らないことが示された。確かに命題2から利他的遺産動機

での利子所得税重課による公的移転政策は，資本蓄積，遺産を減少させ，厚

生を阻害する。一方，命題4から利他的贈与動機では資本蓄積が減少し，贈

与が増加する。そして特に利子所得税財源による公的移転政策の導入，重課

から厚生が高まるからである。従って利子所得税の存在そのものが問題なの

ではない。むしろ利他主義のもとで，どのような世代間移転行為が生じてい

るか？これが重要なのである。

　次に利他主義のもとでの世代間移転行為とは，一般に親（子）世代が子

（親）世代の厚生を考慮し，遺産（贈与）を介して，子（親）世代の厚生を

高めようとする行為をもって説明される。従って子（親）世代が増税に直面

するとき，親（子）世代が遺産（贈与）を増やし，子（親）世代の増税負担

を軽くし，厚生の阻害を防こうとする。しかし本論文の分析から次のことが

示された。上述の利他的な世代問移転行為が，常に生じるわけではない。利

他的な世代間移転行為の失敗が生じる。利他主義が存在していても，課税と

私的世代間移転によっては，利他的な世代間移転行為の失敗を排除できない
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のである。

　最後に本論文での課題をあげる。本論文では利子所得税を課税した期と同

じ期に，政府が公的移転として利子所得税を個人に還付する政策を分析対象

とした。もちろん公的移転のケースはこれだけではない。例えば老年期の個

人に利子所得税を課税し，それを資本市場で運用する。そしてそれを老年と

なった子世代に公的移転として与えるケースも考えられよう。このとき政府

が利子所得税を重課したならば，資本蓄積，遺産，贈与，厚生に対して，ど

のような効果が生じるか？本論文で扱った公的移転政策とは異なる公的移転

政策を考慮し，その経済効果についての分析も必要であろう。

補論1：利他的遺産動機の安定性分析

　効用関数の形状については，第3節の仮定1を前提とする。

第1ステップ

　Chiang，　A．C（1974），　Ihori（1996）で説明され，仲間（2007）で利他的遺

産動機を用いて解かれている手法（二階の定差方程式を一階の定差方程式に

変換する手法）を利用する。動学体系〃’1，＝β［1十（1一τ）ア、＋1］ぬ＋1，γ［1十（1一

τ）r，＋1］〃’1，＋1＝（1十η）〃’1，は，二階の定差方程式を含む。そこで内生変数のうち

ん＋1をん＋ユ≡ρ、と人工変数p，で定義し直す。資本蓄積ん＋1を鳥＋1≡μと定義し，

上の動学体系を下のように表す。

　　　ん＋1≡P・

〃’1，〔無）一ん〆’（ん1）＋わ、一（1十η）μ］

　一β［1＋（1－・）〆’ψ，）］ぬ＋1［｛1＋（1－・）〆’ψ，）｝（1＋・）P，一（1＋・）ゐ，・1＋

　　ザ’（ρ，〉（1十η）μ］

（1十η）〃’1，レ（ん）一たゾ’㈲＋わ一（1十η）P，］

＝
γ［1＋（1－・〉！7ψル’1，＋1レψ1）－Pグ’ψ，）＋わ，・一（1＋・）μ・1］

　これらを定常状態（ρ，ん，わ）の周りで線形近似する。
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際三H；諺剤i諺1：；1：儀］

δ1＝δ3＝δ5＝δ6＝δ7＝δ8＝δ14＝0

δ2＝δ4＝1

δ、＝剣1＋刀）〃5’

δ1・一β（1－・臓＋（1＋〃）〃f糊（1＋・）（1＋・）〃卜餌（1＋・）舌〃5’

δ11＝一一〃f’

　　　σた

δ12＝一〃1’

δ13＝γン4（1十η）〃f’

δ15＝一γ由1’

δ16一γ（1－・脳＋垢洲1＋・）2〃r

δ17＝一（1十η）⊥“1’

　　　　　　σκ

δ18＝一（1十η）〃1’

の≡一研＞o

オ＝1十（1一τ）ア

第2ステップ

　第1ステップを踏まえ，以下の2つの行列の積［Ω］を求める。

囹一

縢1［i；：i；：i；：］

　そして固有値をλ，固有方程式をφ1（λ）と表し，固有方程式φ1（λ）を求める。

すると固有方程式φ1ωは，下のとおり表される。
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φ1ω一一λ3＋瑚（1＋・）3〃f’〃玖2＋4｝γ匁2（1＋・）（1＋・）〃f協2

　　　＋易μ（1一）（1＋・）〃’1麗帆2＋乃ガ匁（1－・）珈1帆2

　　　一脚（1十7）（1＋η）2〃1’繊

　　　＝一λ［λ2一μ〃＋卿（1＋・）（1＋η）2〃1刷

ただし仮定1からZμの符号は，両者とも正値である。

　　　　　1
　　　　　　　　＞OZ≡　伽2（1十刀）2醐’

μ≡剣1＋・）3〃f’〃6「＋βγ匁2（1＋∂（1＋・）畷’＋β）μ（1－・）（1＋・）〃観’

　　＋βガ匁（1一τ）碗〃17＞0

　この固有方程式φ1ωの解のうち，1つの解は明らかにゼロ。そこで固有

方程式φ1（λ）のうち，

　　　φ・ω≡λ2一μZ乳＋卿（1十r）（1一トη）2醐’

に集中し，残る2解の符号を確認する。

　まずφ、ωへ判別式を適用し，φ，（λ）の2解が実数解であるか否かを確認す

る。判別式をDと定義し，その値を計算，整理するならば，下の結果を得

る。

　　　D＝Z鞠2（1＋・）4（・一・）2（〃f’）2（〃6う2

　　　　＋Z2β2γ2αり2オ2（1－・）2［（1＋・）〃’1躍＋吻f’］2

　　　　十2zlβ2ゾ’髪42（1一τ）（1十η）2［（1十の十（1十η）］［（1十η）z凸〃6’十碗z∫矧〃侮差’

　仮定1から上記の判別式の各項は全て正値である。

　最後にφ、ωの2実数解をλ’1，薦とおき，これら解の符号を確認する。

φ、ωに解と係数の関係を適用すれば，下の結果を得る。

　　　λ’1十薦＝μZ＞0

　　　λ’1薦＝卿（1十γ）（1十η）2〃1物6’＞0

　明らかにφ、（λ）から求められる2実数解鵡，薦は正値である。

　以上から判別式Dは確実に正値であり，φ、ωは異なる正値の2実数解を

もつ。よって固有方程式φ1ωはゼロ，異なる正値の2実数解に基づく3実

数解をもつ。



一
16－　（608） 山口経済学雑誌　第56巻　第5号

第3ステップ

　第2ステップより固有方程式φ1（λ）の3つの解のうち，1つの解がゼロ，

残りの2解が異なる正値の実数解となる。

　さらにφ、ω≡λ2一μ〃十Z御（1十7）（1十η）2〃侮6’からφ、（－1），φ、（1）を求め

る。φ2（－1）は仮定1より正値である。

　　　φ・（－1）－1＋μZ＋脚（1＋の（1＋・）2醐7＞0

　一方，定常状態で評価した動学体系〃’1＝餌碗，卿＝（1十η）を利用するな

らば，φ2（1）は仮定1より負値である。

　　　φ・（1）－Zγ（一プ”）（1－・）［〃1’＋μ（1＋・M〃’1＜0

　φ2（1）＜0から，異なる正の2実数解λ’1，薦のうち，1つの実数解は1よ

り大きく，もう1つの実数解は1より小さい。

　第2ステップと第3ステップから，固有方程式φ，（λ）の2つの解は，全て

正値の実数解である。さらに2つの解のうち1つの解は1より大きく，もう

1つの解は1より小さい。

　以上の第1ステップから第3ステップより命題1を得る。

補論2：利他的贈与動機の安定性分析

　先の補論1と同様のステップに従い，安定性の分析をすすめる。効用関数

の形状については，第4節の仮定3を前提とする。

第1ステップ

　動学体系が〃’1Fβ［1十（1一τ）γ，＋1］〃宅，＋1，γ（1十η）碗，＝［1十（1－一τ）r、＋ユ］ぬ＋1で

ある。この動学体系を定常状態（κg）の周りで線形近似する。

　　　［ll：：1］一［；1；：r［；：；：］［1：11

η1一β（1－・）（一プリ碗一（1＋・）〃f一μ（1＋・）（1＋・）〃1’＋β∠（1＋・）上〃1’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σた

η2＝一β∠1z4差’
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η、一（1－・）（一プ〃）碗一オ（1＋・）（1＋・）〃6’＋オ（1＋・）上〃6’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σた

η4＝一加6’

　　　　　　　　　　　り

η5－一一”1
　　　σ左

　＿　1　，’
η6－ 1＋“”1

η・一一γ（1十7）（1十η）2晒（1＋・）2 毒〃1’

η8＝＝一γ（1一トη）z45’

　　　　　　ア
　　　　　＞0σκ＝一
　　　げ”

オ＝1十（1一τ）ア

第2ステップ

　固有値をλ，固有方程式をφ、（λ）と表し，固有方程式φ3（λ）を求める。する

と固有方程式φ，ωは，下のとおり表される。

　　　φ・ω一λLZ1μ＋γZl（1＋の（1＋〃）〃f物ダ

ただし

　　　　　1
　　　　　　　　＞OZ互＝
　　．4（1十η）〃1冨

μ1＝γ（1十η）2〃鰯’＋オ（1＋・）〃侮卜βγ（1－・）（一プリ（1＋η〉碗〃1’

　　一（1－）げ）圃酬〉・

である。

　次にφ3（λ）に判別式を適用し，φ3（λ）の2解が実数解であるか否かを確認す

る。判別式をDと定義し，その値を計算，整理するならば，下の結果を得

る。
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D－－W－（1－）・（畑1－1珊厩）・

－

2オ（1－）げ）［γ（1－（1卦）］レγ（1－1姻一

　仮定3から上記の判別式の各項は全て正値である。

　最後にφ，（λ）の2実数解をλ1’，溜とおき，これら解の符号を確認する。

φ3（λ）に解と係数の関係を適用すれば，下の結果を得る。

　　　λf’十〃＝Zlμ1＞0

　　　λf㌧λダ＝γ1乙（1一トr）　（1十η）z4fセ46’＞0

　明らかにφ、ωから求められる2実数鰍1’，溜は正値である。

　以上から判別式Dは確実に正値であり，φ3（λ）は異なる正値の2実数解を

もつ。

第3ステップ

　第2ステップより固有方程式φ3ωの2解は，異なる正値の実数解となる。

　さらにφ3（λ）からφ3（－1），φ，（1）を求める。φ，（－1）は仮定3より正値であ

る。

　　　φ・（－1）－1＋島μ1＋γ乃（1＋の（1＋・）畷7＞0

　一方，定常状態で評価した動学体系〃’1＝βオ碗，γ（1十η）＝護を利用するな

らば，φ，（1）は仮定3より負値である。

　　　卿（1）一乃（イウ（1－）11≒岬團蘇・

　以上から，異なる正の2実数解λf，冠のうち，1つの実数解は1より大

きく，もう1つの実数解は1より小さい。

　第2ステップと第3ステップから，固有方程式φ3ωの2つの解は，全て

正値の実数解である。さらに2つの解のうち1つの解は1より大きく，もう

1つの解は1より小さい。

　以上の第1ステップから第3ステップより命題3を得る。
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